
総　括　表 （単位：千円）

前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
当初予算
に対する
伸率(％)

前年度同期
予　算　額

対前年度
同期伸率

(％)

159,047,166 1,602,850 160,650,016 1.5 162,260,069 △ 1.0

公 営 住 宅 建 設 資 金 1,734,000 1,734,000 0.0 2,272,000 △ 23.7

国 民 健 康 保 険 54,386,000 54,386,000 0.0 54,454,666 △ 0.1

後 期 高 齢 者 医 療 4,909,000 4,909,000 0.0 4,377,000 12.2

公 園 墓 地 301,000 301,000 0.0 317,000 △ 5.0

卸 売 市 場 770,000 770,000 0.0 756,000 1.9

用 地 取 得 19,000 19,000 0.0 20,000 △ 5.0

母子父子寡婦福祉資金 78,000 78,000 0.0 108,000 △ 27.8

介 護 保 険 32,500,000 201,043 32,701,043 0.6 31,850,793 2.7

公設合併処理浄化槽事業 283,000 283,000 0.0 325,000 △ 12.9

宅 地 造 成 事 業 512,000 512,000 0.0 470,000 8.9

公 債 管 理 23,229,000 23,229,000 0.0 24,181,000 △ 3.9

小 計 118,721,000 201,043 118,922,043 0.2 119,131,459 △ 0.2

水 道 事 業 14,197,000 14,197,000 0.0 12,649,000 12.2

簡 易 水 道 事 業 - - - 453,000 皆減

工 業 用 水 道 事 業 23,000 23,000 0.0 20,000 15.0

公 共 下 水 道 事 業 22,823,000 22,823,000 0.0 21,925,000 4.1

農 業 集 落 排 水 事 業 1,131,000 1,131,000 0.0 1,181,000 △ 4.2

田 野 病 院 事 業 1,083,000 1,083,000 0.0 1,139,000 △ 4.9

小 計 39,257,000 39,257,000 0.0 37,367,000 5.1

317,025,166 1,803,893 318,829,059 0.8 318,758,528 0.0

平成２９年度９月補正予算案概要
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一般会計
（歳　入）

款
前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
補正前の
構成比
（％）

補正後の
構成比
（％）

10 市 税 52,864,000 52,864,000 33.2 32.9

15 地 方 譲 与 税 1,578,000 1,578,000 1.0 1.0

20 利 子 割 交 付 金 41,000 41,000 0.0 0.0

21 配 当 割 交 付 金 80,000 80,000 0.1 0.1

22 株式等譲渡所得割交付金 326,000 326,000 0.2 0.2

23 地 方 消 費 税 交 付 金 7,462,000 7,462,000 4.7 4.6

25 ゴルフ場利用税交付金 210,000 210,000 0.1 0.1

30 自 動 車 取 得 税 交 付 金 165,000 165,000 0.1 0.1

33 地 方 特 例 交 付 金 247,000 247,000 0.2 0.2

35 地 方 交 付 税 24,175,000 91,055 24,266,055 15.2 15.1

40 交通安全対策特別交付金 117,000 117,000 0.1 0.1

45 分 担 金 及 び 負 担 金 2,333,410 2,333,410 1.5 1.5

50 使 用 料 及 び 手 数 料 1,978,879 1,978,879 1.2 1.2

55 国 庫 支 出 金 32,147,570 838,335 32,985,905 20.2 20.5

60 県 支 出 金 11,975,373 215,270 12,190,643 7.5 7.6

65 財 産 収 入 367,046 367,046 0.2 0.2

70 寄 附 金 523,612 1,400 525,012 0.3 0.3

75 繰 入 金 3,304,970 5,000 3,309,970 2.1 2.1

80 繰 越 金 1,115,460 276,390 1,391,850 0.7 0.9

85 諸 収 入 2,959,546 2,959,546 1.9 1.8

90 市 債 15,076,300 175,400 15,251,700 9.5 9.5

計 159,047,166 1,602,850 160,650,016 100.0 100.0

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（単位：千円）
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（歳　出）

款
前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
補正前の
構成比
（％）

補正後の
構成比
（％）

10 議 会 費 720,316 720,316 0.4 0.4

15 総 務 費 13,476,253 2,700 13,478,953 8.5 8.4

20 民 生 費 73,740,538 1,351,768 75,092,306 46.4 46.7

25 衛 生 費 11,577,124 11,577,124 7.3 7.2

30 労 働 費 130,403 130,403 0.1 0.1

35 農 林 水 産 業 費 4,318,334 9,669 4,328,003 2.7 2.7

40 商 工 費 2,002,281 46,120 2,048,401 1.3 1.3

45 土 木 費 17,393,397 19,808 17,413,205 10.9 10.8

50 消 防 費 3,510,823 45,600 3,556,423 2.2 2.2

55 教 育 費 11,693,900 127,185 11,821,085 7.3 7.4

60 災 害 復 旧 費 207,084 207,084 0.1 0.1

65 公 債 費 20,176,712 20,176,712 12.7 12.6

70 諸 支 出 金 1 1 0.0 0.0

75 予 備 費 100,000 100,000 0.1 0.1

計 159,047,166 1,602,850 160,650,016 100.0 100.0

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（単位：千円）
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主　な　補　正　の　概　要
【一般会計】　 (単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

宮崎ふるさと愛寄附金推進
事業

寄附件数の増加に伴い、寄附情報の管理や受領証明書、申告
特例通知書の作成・発行に係る事務量が増大しているため、
ふるさと納税に特化した管理システムを導入し、事務の効率
化と正確性の向上を図ります。

＜事業内容＞
　・基本システムの構築

＜寄附実績＞
　・平成27年度 1,428件⇒平成28年度 10,685件

　
  ※補正前　272,000千円　⇒　補正後　273,400千円

〔納税管理課〕
男女共同参画基本計画改訂
事業

○ いわゆる女性活躍推進法や性的マイノリティなど社会情勢の
変化を踏まえ、平成30年度に第２次宮崎市男女共同参画基本
計画の見直しを行う必要があるため、市民意識調査を行いま
す。

＜事業内容＞
　・市民意識調査の分析委託

〔文化・市民活動課〕
臨時福祉給付金支給事業
（Ｈ２８国２次補正分）

〔福祉総務課〕
社会福祉施設等施設整備補
助事業

国の内示に伴うもの
障がい者が安心して自立した地域生活を営むことができるよ
う、グループホームの創設や障がい者支援施設等の防犯対策
の強化のための非常通報装置や防犯カメラ等の設置を行う事
業者に対し、費用の一部を助成します。

〔障がい福祉課〕

○

総務

204,270

1,400 寄附金

民生

29,176
国(2/3)
市債

1,300

○

国
(10/10)

○ 国の内示に伴うもの
消費税率引上げ及び軽減税率導入の延期に伴い、暫定的・臨
時的措置として実施している臨時福祉給付金について、支給
見込額が予算額を上回ることが見込まれるため、所要額を追
加します。

＜支給見込＞
  ・支給人員　82,682人⇒96,300人
  ・支給総額　1,240,230千円⇒1,444,500千円

（単位：千円）

対象事業 対象施設 事業内容 対象経費 国補助額 市補助額

創設
1法人

1事業所

共同生活援助事業所
（グループホーム）の
創設

39,404 14,279 7,140

大規模
修繕等

4法人
6事業所

防犯対策（非常通報装
置、防犯カメラ、人感
センサー等の設置）

10,345 5,170 2,587

49,749 19,449 9,727合　　計

補助額計 29,176
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

高岡老人福祉館「百寿荘」
機能移転先改修事業

〔長寿支援課〕
既存高齢者施設等のスプリ
ンクラー整備支援事業

〔介護保険課〕
保育所等整備交付金事業
（待機児童解消加速化プラ
ン）

〔保育幼稚園課〕
保育所等整備交付金事業
（老朽化）

〔保育幼稚園課〕

229,687

9,700

27,246

民生

18,165
国
(10/10)

○ 国の内示に伴うもの
有料老人ホームの防火対策を強化し、入所者の安全・安心を
確保するため、スプリンクラー等を設置する有料老人ホーム
の事業者に対し、整備費の一部を助成します。

＜対象施設数＞
  ・6施設(6法人)
＜整備内容＞
  ・スプリンクラー設置
  ・消火ポンプユニット設置
  ・消防通報火災報知設備設置
＜補助単価＞
  ・スプリンクラー(9,260円/㎡)
  ・消火ポンプユニット(2,320千円/1施設)
  ・消防通報火災報知設備(310千円/1施設)

宮崎市高岡老人福祉館「百寿荘」の機能を隣接する旧高岡デ
イサービスセンター（平成29年3月末廃止）に移転し、利用
者がより安心して利用できるよう必要な改修工事を行いま
す。

＜事業内容＞
  ・トイレ内扉設置工事
  ・男子浴室浴槽・シャワー・脱衣所新設工事
  ・ボイラー配管延長工事
＜工期＞
　  平成29年10月～平成30年3月(予定)

市債

○

国の内示に伴うもの
平成29年3月31日付けで補助単価が改定されたことに伴い、
所要額を増額します。

＜対象施設＞
　定員増を伴う私立保育所の施設整備
　・直純寺保育園(定員50人⇒60人)
　・あゆみ保育園(定員120人⇒135人)

※補正前 210,532千円　⇒　補正後 237,778千円

国(8/9)
市債

○

国の内示に伴うもの
施設の老朽化や大規模災害対策のため、国の保育所等整備交
付金を活用し、施設整備費の一部を助成します。
また、平成29年3月31日付けで同交付金の補助単価が改定さ
れたことに伴い、所要額を増額します。

＜対象施設＞
　・久峰保育園
　・よいこのもり幼保連携型認定こども園
　・木花保育園
　・めぐみ保育園

※補正前 386,935千円　⇒　補正後 616,622千円

○

国(2/3)
市債
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

私立保育所運営費

〔保育幼稚園課〕
認定こども園施設型給付事
業

〔保育幼稚園課〕
幼稚園施設型給付事業

〔保育幼稚園課〕
小規模保育事業等地域型給
付事業

〔保育幼稚園課〕
子ども子育てシステム改修
事業

保育士等の新たな処遇改善等加算に係る事務を円滑に実施す
るため、既存の子ども子育てシステムを改修します。

〔保育幼稚園課〕
母子生活支援施設広域入所
措置費

〔子育て支援課〕
宮崎市いじめ問題再調査事
業

〔子育て支援課〕

423,814

2,900

3,142

352,447

38,153

12,868

民生

国
(10/10)

○

いじめ防止対策推進法に基づき、必要に応じて再調査等を行
うため「宮崎市いじめ問題再調査委員会」を設置します。

＜事業内容＞
　・市長の諮問に応じた再調査委員会の開催等
　・委員会の開催(予定)：4回
　・委員数：5人

国(1/2)

○ 児童福祉法等に基づき、本市に住所を有するＤＶ被害者を県
外の母子生活支援施設で保護し、その生活を支援している場
合に、当該施設に対し入所措置費を支弁するもので、平成29
年4月に遡り保護単価が改定されたこと等に伴い、所要額を
増額します。

＜対象者＞
   2施設に3世帯が入所

※補正前　8,300千円　⇒　補正後　11,200千円

平成29年4月から私立保育所、認定こども園、幼稚園(施設型
給付を受ける私立幼稚園)及び小規模保育事業等に従事する
保育士等の給与の改善を目的として、処遇改善等加算（Ⅰ・
Ⅱ）の制度が改正されたため、所要額を増額します。

＜処遇改善等加算の概要＞
　○処遇改善等加算Ⅰ
　　　全ての職員を対象に加算率を2％増

　○処遇改善等加算Ⅱ
　　①月額4万円の処遇改善の対象者及び対象職員数
　　　・経験年数がおおむね7年以上で、キャリアアップ
　　　　研修を4分野以上受講した者
　　　・施設・事業所種別ごとに「定員」「年齢別児童数」
　　　　「各種加算状況」により算定される人数の1/3
　　　※ただし、配分については、上記人数の1/2を4万円
　　　　を給付する者として確保したうえで、技能・経験
　　　　を有するそのほかの職員に配分可能(月額5千円以
        上～4万円未満)とする。
　
　　②月額5千円の処遇改善の対象者及び対象職員数
　　  ・経験年数がおおむね3年以上で、キャリアアップ研
　　　  修の担当分野を受講した者
　  　・施設・事業所種別ごとに「定員」「年齢別児童数」
　　 　「各種加算状況」により算定される人数の1/5
　
※補正前 15,478,000千円　⇒　補正後 16,305,282千円

○

国(1/2)
県(1/4)

200

○
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

園芸施設整備支援事業

〔農業振興課〕
果樹産地ステップアップ支
援事業

〔農業振興課〕
治山事業

〔森林水産課〕
商店街等活性化対策事業

〔商業労政課〕

商工

農林
水産

3,700

平成27年度に発生した法面崩壊について、予定した工法(ブ
ロック積工)が困難であることが判明し、一部未施工となっ
ている箇所があり放置するとさらなる崩壊の恐れがあるた
め、早急に着手し人家への被害を防止します。

＜事業概要＞
  ・瓜生野地区野首
　・ブロック積工⇒法枠工による施工

※補正前　14,000千円　⇒　補正後　17,700千円

市債

○

県の内示に伴うもの
園芸産地の維持・拡大と農家経営の安定を図るため、低コス
ト耐候性ハウスを整備する宮崎中央地域農業再生協議会に対
し、費用の一部を助成します。

＜事業内容＞

　※補正前　29,354千円　⇒　補正後　33,523千円

4,169

○

1,800 県(3/4)

○ 県の内示に伴うもの
マンゴー栽培における革新的技術実証に向けた条件整備のた
め、新たな資機材を導入する営農集団に対し、費用の一部を
助成します。

＜事業内容＞

インターネット販売の急速な利用拡大や郊外の大規模商業施
設の増加等により小規模小売店舗の売り上げへの影響が懸念
される中、商店街等の基盤強化を図る必要があるため、商店
街等が一体となって取り組む歳末大売出し等の費用を一部助
成します。

＜事業主体＞
  ・宮崎市商店街振興組合連合会、宮崎商工会議所、
　　市内5商工会ほか
＜事業内容＞
　・歳末大売出し、スタンプラリーなど
＜補 助 率＞
　・3/4

33,750

○

単位：千円

事業主体 総事業費
補助対象
事業費

県
(1/2以内)

市
(1/6以内)

その他 事業内容

マンゴー
飽差制御
研究会
(3戸)

2,916 2,700 1,350 450 1,116

湿度調整資材
(水平張りの
内張資材)及び
専用開閉器の
整備

計 1,800

単位：千円

事業主体 品目 総事業費
補助対象
事業費

国⇒県
(1/2以内)

市
(5％以内)

その他 事業内容

きゅうり
(1戸) 24,930 23,082 11,541 1,154 12,235

低コスト耐候性
ハウス
(1棟　1,126㎡)

マンゴー
(1戸)

65,140 60,314 30,157 3,015 31,968
低コスト耐候性
ハウス
(1棟　1,602㎡)

90,070 83,396 41,698 4,169 44,203

宮崎中央
地域農業
再生協議
会

計
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

まちなか公共空間活用促進
事業

次期中心市街地活性化基本計画のリーディング事業として、
中心市街地の賑わいを創出するため、まちなかの道路や公園
など公共空間を活用して行うイベント等を広く募集し、開催
を支援します。また、まちなかへの集客を図るため、ワンコ
インパスの購入費の一部を助成します。

・イベント等に関する支援
　＜事業主体＞
    公募により選定　(例)学生グループ等
　＜事業内容＞
    まちなかに賑わいを創出するイベント等の開催支援
　＜事業期間＞
　　平成29年12月～平成30年3月

・移動に関する支援
　＜事業内容＞
    宮崎交通が販売する「ワンコインパス(宮崎市内近郊エ
    リア土日祝日限定一日乗り放題)」の購入費助成
　＜補助率等＞
    1/2
    ※大人500円⇒250円、こども(小学生以下)250円⇒130円
　＜販売期間＞
　　平成29年12月(1か月間)

〔商業労政課〕
木造住宅耐震診断・改修補
助事業

〔建築指導課〕
消防施設保全事業

〔消防局総務課〕
宮崎市立古城小学校振興基
金活用事業

〔教育委員会企画総務課〕

教育

商工

土木

消防

12,370

○

19,808
国
県

○

45,600 市債

○

耐震基準を満たさない戸建木造住宅の耐震改修等に係る費用
助成について、申込件数に増減が生じたため所要額を追加し
ます。

※補正前　18,470千円　⇒　補正後　38,278千円

大規模災害等に起因する停電時において、安定した電源供給
を確保し市民からの119番通報に迅速かつ確実に対応するた
め、消防緊急情報システムの非常用自家発電設備を更新しま
す。

＜事業概要＞
　・工期　平成29年10月～平成30年5月(予定)
　・総事業費　55,980千円
　　　平成29年度　45,600千円
　　　平成30年度　10,380千円(債務負担行為)

「宮崎市立古城小学校振興基金活用事業検討委員会」で検討
を重ね、寄附者の意向に沿った学校図書館の整備に係る基本
的イメージが共有されたことから、図書館改修工事に伴う基
本・実施設計を行います。

＜事業概要＞
  ・学校図書館の改修工事に係る基本・実施設計委託

※補正前　420千円　⇒　補正後　5,420千円

5,000 繰入金

○

当初件数 補正件数 補正後件数

耐震診断 55件 △23件 32件

補強設計 20件 　23件 43件

耐震改修 15件 　28件 43件

段階的改修  5件 △ 5件  0件
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

小学校空気調和設備更新事
業

〔学校施設課〕
住吉小学校校舎増築事業

〔学校施設課〕
小学校教育振興就学援助事
業

〔学校教育課〕
中学校教育振興就学援助事
業

〔学校教育課〕

教育

○

47,288
県
(10/10)

10,287

○

2,610 市債

○ 児童数推計から住吉小学校の児童数の増加が見込まれ、必要
な教室数を確保する必要があることから、新たに校舎を増築
するための基本・実施設計を行います。

＜事業概要＞
　・少人数教室2クラス分の増築に係る基本・実施設計委託
　・委託期間　平成29年11月～平成30年5月(予定)
　・事業費　8,700千円
　　　平成29年度　2,610千円
　　　平成30年度　6,090千円(債務負担行為)

経年劣化により不具合が発生している赤江小学校の空調設備
の更新工事を行います。

＜事業概要＞
　・対象施設　赤江小学校北校舎
　・全館空調方式⇒個別空調方式へ更新

※補正前　8,200千円　⇒　補正後　70,200千円

62,000 市債

○

平成29年4月からの要保護児童生徒援助費補助の単価見直し
に準じて、準要保護児童に係る就学援助費(新入学用品費)の
支給額を増額します。

＜単価見直し＞
　改正前　20,470円⇒改正後　40,600円(＋20,130円)

※補正前　94,000千円　⇒　補正後　104,287千円

平成29年4月からの要保護児童生徒援助費補助の単価見直し
に準じて、準要保護生徒に係る就学援助費(新入学用品費)の
支給額を増額します。また、保護者の負担軽減を図るため、
新入学用品費の支給時期を前倒し、中学入学前に支給しま
す。

＜単価見直し＞※16,051千円増
　改正前　23,550円⇒改正後　47,400円(＋23,850円)
＜支給時期の前倒し＞※31,237千円増
　中学1年生：6月に支給⇒小学6年生：3月に支給

※補正前　118,000千円　⇒　補正後　165,288千円

※県支出金については、被災児童生徒に対する補助分の財源
  (71千円)
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【債務負担行為】
(単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

消防施設保全事業 大規模災害等に起因する停電時において、安定した電源供給
を確保し市民からの119番通報に迅速かつ確実に対応するた
め、消防緊急情報システムの非常用自家発電設備を更新しま
す。

＜事業概要＞
　・工期　平成29年10月～平成30年5月(予定)
　・総事業費　55,980千円
　　　平成29年度　45,600千円
　　　平成30年度　10,380千円(債務負担行為)

〔消防局総務課〕
住吉小学校校舎増築事業

〔学校施設課〕

【特別会計】　
(単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

繰越金

○

○

児童数推計によると住吉小学校の児童数の増加が見込まれ、
必要な教室数を確保する必要があることから、新たに校舎を
増築するための基本・実施設計を行います。

＜事業概要＞
　・少人数教室2クラス分の増築に係る基本・実施設計委託
　・委託期間　平成29年11月～平成30年5月(予定)
　・事業費　8,700千円
　　　平成29年度　2,610千円
　　　平成30年度　6,090千円(債務負担行為)

事業名

6,090 市債

○

（追加）（一般会計）

（介護保険特別会計）

市債消防

教育

10,380

○ 平成28年度の国、県、社会保険診療報酬支払基金からの受入
超過分を償還します。

・介護給付費負担金(国)　　　  127,370,348円
・介護給付費負担金(県) 　　　  31,729,180円
・介護給付費交付金(支払基金)   31,866,202円
　　　　合　　　計　　　　　　190,965,730円

〔介護保険課〕

地域支援事業交付金償還金

10,077

〔介護保険課〕

介護給付費負担金償還金

190,966 繰越金

平成28年度の県からの受入超過分を償還します。
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